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１　はじめに
　我が国で使用されている化学合成農薬は、人の健康や食
品の安全性、環境への影響を厳しく評価した上で登録され
ており、使用基準どおり使用していれば人の健康や環境に
悪影響を与えるものではありません。しかしながら、県民
の食の安全・安心や環境問題に関心が高まる中、農業者は、
人の健康に対するリスクと環境負荷の低減を図ることが必
要となっています。
　農業生産における防除は、平成６年の「環境保全型農業
推進の基本的な考え方」が示されて以降、大きな方針転換
となりました。これにより、環境と調和の取れた農業生産
活動が進められ、平成17年には「食料・農業・農村基本計
画」が示され、我が国の農業生産活動に伴う環境への負荷
の低減を図ることとされました。
　このことから本県では、環境負荷を低減しつつ、病害虫
の発生を経済的被害が生じるレベル以下に抑制する総合的
病害虫・雑草管理（Integrated Pest Management 以下、
ＩＰＭ）の実践を推進しています。

２　ＩＰＭとは
　ＩＰＭとは、利用可能なすべての防除技術について経済
性を考慮しつつ慎重に検討し、病害虫・雑草の発生増加を
抑えるための適切な手段を講じるものです。具体的には、
①輪作や抵抗性品種の導入など耕種的防除により病害虫・
雑草の発生しにくい環境を整えること、②病害虫発生予察
情報等を活用し、防除要否や防除時期を適正に判断するこ
と、③生物的防除、物理的防除、化学的防除などの多様な
防除手段から、より適切な手段を選択し、経済的な被害が
生じるレベル以下に抑制することです。
　これらを実践することで、農業者は、消費者からの信頼
確保につながることに加え、効果的かつ効率的な防除によ
り農薬のコストを抑えた農産物生産が可能となります。ま
た、化学合成農薬だけに頼らない防除を進めることにより、
薬剤耐性菌や抵抗性病害虫・雑草の発生を遅らせることに
もつながります。

３　実践拡大の必要性
　ＩＰＭの実践は、今後、より一層重要になると考えられ
ます。その背景の一つとして、平成30年12月の農薬取締法
改正により、農薬の再評価制度の導入と安全性に関する登
録審査の充実が図られたことにあります。
　農薬登録については、より安全性の高い農薬を生産する
ことを目的に、これまで以上に高い基準での審査が行われ
ることになります。より安全性の高い農薬が製造されるこ
とは喜ばしいことですが、その一方で、新規に登録される
農薬や現在登録のある農薬について、今まで以上に厳選さ

れることが想定されます。
　このように、使用できる農薬の種類が減少する可能性が
あることから、現在使用できる農薬については、病害虫防
除・雑草の薬剤抵抗性を極力発達させないよう、ＩＰＭに
基づく防除を行うことが重要になると考えられます。

４　ＩＰＭ実践指標の活用方法
　本県ではＩＰＭの実践を推進するにあたって、現在、水
稲、大豆、いちご及びなしの４品目でＩＰＭ実践指標を定
めています。この実践指標は、本県における病害虫・雑草
の発生状況に合わせて作成されており、主要な病害虫の防
除など、栽培期間全体に係る管理項目を示しています。
　活用方法は次のとおりです。まず、農業者が現在の栽培
管理の中で、どの程度ＩＰＭを実践できているのかについ
て、項目にチェックを入れて確認します。次に、防除上課
題となっている項目や無理なく実践できる項目を定めて実
践します（図）。一度に全ての管理項目を実践する必要は
なく、継続的に取組むことが重要となります。

　ＩＰＭを実践する農業者が増え、面的に取組が広がれば、
より効果的な防除につながることから、現場で広く実践さ
れるよう、継続的に指導・支援を行っていきます。

　（農産園芸課　神林　満男） 

図　ＩＰＭ実践指標の活用イメージ
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落葉処理を活用したナシ黒星病の防除対策の取組
　近年、管内の日本なしで黒星病の発生が増加し、問題と
なっています。多発生園では薬剤散布だけでは減少せず、
耕種的防除である落葉処理との組み合わせが必須になりま
す。落葉処理はセイヨウナシ褐色斑点病対策として普及し
ていますが、日本なしでは労力面の負担が大きく、実施に
は至っていません。そこで、落葉処理の普及拡大に向け、
園芸研究センターや農業革新支援担当と連携し、富山県が
開発した乗用草刈機とトラクターを用いた、落葉処理方法
の実証を行いました。
　実証の結果、上記の落葉処理は作業の省力化並びに胞子
飛散量の減少に効果が見られました。また、生産者への聞
き取りでは、落葉処理の実施により葉や果実の被害が減少
したとの回答を得ました。
　落葉処理は、菌密度を下げ発病を抑える非常に重要な耕
種的防除法です。機械処理の導入で労力面の負担を軽減し、
黒星病の防除効果が高まるよう、引き続き取組を進めてい
きます。� （三条農業普及指導センター　大村　宏和）

植防一口メモ

ネギ葉枯病黄色斑紋病斑の耕種的防除法の検討
はじめに
　近年秋冬ネギでは、出荷部位である中心葉に黄色モザイ
ク状の斑紋症状を生じる黄色斑紋病斑（写真）の発生が問
題となっています。この斑紋はネギ葉枯病によって引き起
こされ、外観品質を著しく損なうことで、等級下落の主要
因の1つとなっています。激発した場合は出荷停止などの
措置がとられ、生産者の経営に大きな打撃を与えています。
新潟県では毎年推定1.2億円の被害が生じているとされて
おり、生産現場からは早急な解決が求められています。ま
た、この病斑は新潟県だけではなく、東日本の主産地（北
海道、秋田県、宮城県、富山県）からも相次いで発生が報
告されています。

　そこで当センターでは、主に耕種的防除による黄色斑紋
病斑の発生抑制を目標とし、品種および作型による発生の
差異を検討しました。

1　品種が黄色斑紋病斑の発病に与える影響
　試験は2018・2019年の2か年にわたって、5月定植/11月
収穫の作型で実施しました。両年とも、現地慣行である夏
扇4号を標準品種とし、夏扇パワー、関羽一本太、夏山一
本太、源翠、群翠、秀雅の7品種を供試しました。その結
果、黄色斑紋病斑発病株率は、夏扇4号、夏扇パワー、秀

雅、群翠、源翠で高く、出荷停止となる重症株の発生率で
は、夏扇パワー、秀雅で高い傾向が示されました（表）。
このことから、新潟県での11月収穫作型では、黄色斑紋病
斑に対するネギの反応性が、品種間で異なることが確認さ
れました。中でも、高い発病株率を示した夏扇4号と夏扇

パワーに比べ、関羽一本太と夏山一本太は発病が少なく、
この作型での栽培に適していると考えられました。
2　異なる作型における黄色斑紋病斑の発病程度の差異
　新潟県のネギ栽培は、断続的に11月下旬まで収穫が続け
られています。そこで、4月定植/10月収穫（以下作型1）
と5月定植/11月収穫（以下作型2）の2つの作型間における、
黄色斑紋病斑の発病程度の違いを検討しました。試験は
2019年に実施し、夏扇4号、夏扇パワー、関羽一本太、夏
山一本太、源翠の5品種を供試しました。その結果、すべ
ての供試品種において、収穫の遅い作型2で発病が増加す

る傾向が見られました。また、作型1では夏扇パワー、作
型2では関羽一本太が最も発病しにくいことが明らかとな
りました（図）。
3　おわりに
　これらの結果から、新潟県での各作型に適した品種を栽
培することで、黄色斑紋病斑の発病をより効果的に抑制で
きる可能性があると考えられます。生産者のさらなる労力
軽減のため、今後は抵抗性品種の利活用と合わせて、かん
水方法などを組み合わせた総合的な耕種的防除技術の開発
を目指していきたいと考えています。

（園芸研究センター　黒田　智久）

写真　中心葉に発生した黄色斑紋病斑

図　各品種における黄色斑紋病斑発病株率の作型間比較
調査時期　作型1：10月下旬、作型2：11月中旬

表　黄色斑紋病斑発病株率の品種間および年次間比較
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「虫を数える」
　今、２ｍを超える雪に囲まれた中山間地農業技術センタ
ーです。ここで昨年、久しぶりにアブラナ科野菜に付く害
虫の数を数えました。私ごとですが、この３月で定年を迎
えます。思えば最初の仕事は、園芸試験場の害虫担当とし
て、やはりアブラナ科野菜や果樹の害虫を数えていました。
炎天下、ほ場に腰をかがめて葉をめくりながら数える仕事
は、地味で地道な仕事だったと思います。効果の低い農薬
には悪態をついたりもしました。
　でも、研究から普及に異動し、自分が効果の判定をした
農薬が現場で出回っているのを見ると、効果のあった虫、
なかった虫などの情報がわかって役に立ったものでした。
　IT化が進んだと言ってる現在も、虫を数える地味な仕
事は綿々と続けられています。それが新農薬の実力を正し
く判定し、登録された農薬が農家の役に立っていることに
36年を経た今、改めて思いを巡らせました。
� （中山間地農業技術センター　藤巻　伸一）

薬剤耐性菌の発生要因と対策について
　病害防除において、薬剤の散布タイミングや散布方法、
散布量が適正かどうかは、防除の成否を左右しますが、病
原菌の薬剤に対する感受性の変動も防除効果に大きな影響
を及ぼします。感受性の低下がわずかであれば防除効果へ
の影響も小さいですが、感受性低下が著しくなると実用的
な効果が得られなくなり、このような病原菌を薬剤耐性菌
（以下、耐性菌）と呼びます。適正な方法で薬剤散布して
も期待した効果が得られない場合、耐性菌の出現が原因と
なっている可能性もあります。

１　耐性菌の発生要因
　耐性菌は突然変異などで発生し、自然界にある病原菌の
集団の中にごくわずかに存在していると考えられています。
耐性菌の出現しやすさは病原菌の種類によって異なり、一
般に、潜伏期間（感染から発病までの期間）が短く、多量
の胞子を形成し、１作期内で世代を何度も繰り返す病原菌
は耐性菌が出やすいとされています。
　薬剤が病原菌に対して作用する標的部位を作用点と呼び
ますが、突然変異によって作用点を無効にしてしまったも
のが耐性菌ということになります。複数の作用点を持つ農
薬では病原菌の変異によってある作用点が使えなくなって
も、他の作用点が残っているため防除効果が維持されます。
作用点が少ない農薬では、病原菌の突然変異によって作用
点が無効となり、その結果、農薬の防除効果が低下しやす
くなります。このように農薬の種類によって耐性菌のリス
クは異なりますが、先に述べたように病原菌の種類によっ
て変異のしやすさも異なり、病原菌と農薬の組み合わせに
よっても耐性菌発達のリスクが異なると考えられます。
　耐性菌が蔓延する過程を模式図に示すと図のようになり
ます。例えばA剤という薬剤に対する耐性菌が低頻度で存
在する条件でA剤が使用されると、A剤に耐性を持たない
感受性菌は薬剤の効果により数が減りますが、耐性菌には
薬剤が効かないため数は減りません。その結果、薬剤の使
用前に比べて耐性菌の割合が高くなります。残った耐性菌
は好適な条件に遭遇すると増殖して密度が上昇し、同じA
剤を繰り返し使
うと、耐性菌の
割合が徐々に高
まっていき、い
ずれは耐性菌が
大部分を占める
ことになります。
このように同一
薬剤の連用は、
耐性菌を選抜し
てしまうことに
なります。

２　普通作物病害における耐性菌発達事例
　新潟県の普通作物病害において、近年発生した耐性菌の
一例を表に示します。イネではいもち病でMBI-D剤やQoI
剤、褐条病及びもみ枯細菌病でオキソリニック酸、カスガ
マイシンの耐性菌が確認されています。また、2020年には
ばか苗病のプロクロラズ耐性菌が確認されました。ダイズ
では紫斑病でチオファネートメチルの耐性菌が確認されて
います。一般に、当該薬剤の使用を中止すると徐々に耐性

菌の頻度が低下する事例が多いですが、これも病原菌と農
薬の組み合わせによって異なるようです。

３　防除対策
　耐性菌の発生により防除効果低下が見られた場合の対策
は、当該薬剤を使用せず異なる作用機作を持つ代替剤を使
用することになります。また、耐性菌の顕在化と蔓延を未
然に防ぐことも重要です。まずは耐性菌を外部から持ち込
まないことに留意しましょう。種子伝染性病害の場合、履
歴の不明な種子や自家採種種子は保菌防止対策がきちんと
なされていない可能性があるため、管理が徹底されている
採種ほ産種子を使いましょう。また、耐性菌は一定の割合
の突然変異で発生するため、元々の病原菌密度が高いと耐
性菌が多く生き残ることになります。耐性菌の顕在化を防
ぐには、病害の多発生を防ぐことが重要です。健全種子の
使用、種子消毒徹底、伝染源撤去等の耕種的手段によって
病原菌の初期密度抑制に努め、病害の発生状況を把握し、
予防的な防除や発生初期の適期防除によって病害の蔓延を
防ぎましょう。特定の系統の薬剤を連用することは耐性菌
を選抜し頻度を高めるリスクがありますので、薬剤の系統
を示す「RACコード」を参照し、作用機作の異なる薬剤
のローテーション使用や耐性菌リスクの低い薬剤との混用
散布等を行い、耐性菌の蔓延を防ぎましょう。
� （作物研究センター　堀　武志）

図　耐性菌蔓延の過程（模式図）

表　近年確認された普通作物病害の耐性菌
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斑点米カメムシ類の発生状況と対策
　令和２年産米の斑点米発生率（12月末）は3.49％と、前年の1.82％より大幅に増加しています。特に例年は発生の少な
いコシヒカリでの発生が多くなりました。
　新潟県の斑点米カメムシ類の優先種は、アカヒゲホソミドリカスミカメとアカスジカスミカメであり、特にアカスジカ
スミカメは近年発生量が増加しています。そこで斑点米カメムシ類の発生状況と対策についてお伝えします。

１　斑点米による格落ちと斑点米カメムシ類発生の年次推移
　図１の折れ線グラフは斑点米カメムシ類の畦畔雑草地に
おけるすくい取り数の推移を表し、棒グラフは斑点米によ
る格落ち率を示しています。
　主要な斑点米カメムシ類のうち、カスミカメムシ２種
（アカヒゲホソミドリカスミカメ、アカスジカスミカメ）
は平成23年頃から畦畔雑草上での密度が高まってきている
のがわかります。平成25年に急増してからは高止まり状態
で推移してきました。それとともに斑点米の発生による産
米の格落ち率も１％以上の高い状態が続いています。この
ことから、カスミカメムシ２種の発生密度と斑点米被害は
密接に関係していることがわかります。

２　令和２年度に斑点米が多発生した要因
⑴�　前年の積雪量が少なかったこと、５～６月の高温傾向
により雑草の出穂が早まり越冬世代成虫の生育・増殖を
促進しました。
⑵�　7月下旬の低温と８月の高温気象で割れ籾の発生が多
くなり、斑点米カメムシ類に加害されやすかったと考え
られます。
⑶�　コシヒカリ出穂後の８月中旬～９月前半が高温傾向で

あり、カメムシの摂食活動が活発であったと思われます。
⑷�　アカヒゲホソミドリカスミカメは主に極早生～早生品
種、アカスジカスミカメは主に中生～晩生品種を加害し
ます。令和２年度はアカスジカスミカメの発生量は多く、
アカヒゲホソミドリカスミカメの発生量は平年並である
ことから、斑点米多発生の要因はアカスジカスミカメの
加害によるものと考えられます。過去にアカスジカスミ
カメの発生が多かった平成26、29年にはコシヒカリの斑
点米による格落ち率が高かったこと、令和２年度もコシ
ヒカリの斑点米による格落ち率が高く、このことからも
主要加害種はアカスジカスミカメであったことが推察さ
れます。
⑸�　前年が少雪で越冬条件が良かったため、一部沿岸地域
でホソハリカメムシ、クモヘリカメムシが平年より多く
なったことも斑点米被害が増える要因の１つとなりまし
た。

３　割れ籾と斑点米被害について
　カスミカメムシ２種は餌を摂食するための口器（口吻と
口針）が弱いため、籾殻を貫通して吸汁することができま
せん。そのためこれらのカメムシは、水稲の登熟初中期で
は籾頂部に生じるわずかな隙間から吸汁し、登熟中期以降
では内頴と外頴のわずかな隙間から吸汁します。このため
割れ籾が多い場合、これらのカメムシが吸汁できる籾が多
くなり、斑点米被害が発生しやすくなります。
　割れ籾率には品種間差があり、一般的に早生品種はコシ
ヒカリより割れ籾が発生しやすい傾向があります。巡回調
査におけるコシヒカリの割れ籾率は通常の年では概ね２％
前後ですが、令和２年度は6.4％であり直近９年間で最も
高くなりました。７月下旬の低温
と８月の高温気象で割れ籾が発生
しやすかったと推察されます。
　割れ籾の発生は、品種や気象条
件、イネの生理状態によって変動
します。そのため栽培技術によっ
て割れ籾を制御することは難しく、
斑点米被害を安定的に抑えるには
近年増加しているアカスジカスミ
カメの密度を抑える必要があります。

４　次年度対策
　アカスジカスミカメは出穂したイネ科雑草を寄主として
増殖します。アカスジカスミカメの密度を低減させるには、
年間を通じてイネ科雑草が出穂しないように、畦畔や農道
を管理することが有効です。
　カスミカメムシ２種を対象とした防除が基本で、特にア
カスジカスミカメは水田内雑草の発生が増殖を大きく助長
するとともに、出穂前後の水田への侵入がアカヒゲホソミ
ドリカスミカメより遅くまで続くことから、畦畔および水
田内の雑草対策を含めた防除対策の改善が必要になります。
� （病害虫防除所　平松　麻美）

図２　割れ籾

写真　主要斑点米カメムシ

図１�　巡回調査ほ場の畦畔雑草地における平均すくい取り虫数（６月下旬～
８月下旬、５回）と斑点米による格落ち率（12月末、県内計）の年次推移
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令和２年度  水稲病害虫防除事業及び
病害虫地域予察強化事業の概要について

【はじめに】
　令和２年産水稲は、北陸農政局発表の作況指数は県平均
で「１０３」の「やや良」となりました。特に、コシヒカ
リの１等米比率は67.0％（新潟県農産物検査協会１月末現
在）と、20％台だった昨年産に比べ、大幅に回復しました。
県下ＮＯＳＡＩ団体では、無人航空機等による共同防除活
動を通じて、新潟米の品質向上に協力してきました。
　本年度の水稲共同防除は、７月下旬から８月上旬にかけ
雨の日が多く、日程変更を余儀なくされましたが、概ね順
調に実施されました。また、主な害虫の発生状況は、積雪
量が少なく越冬世代の生存率が高まったことや、全般的な
高温傾向が幼虫の生育に好適だったため、「並～やや多い」
となりました。
　病害虫の発生は、県内各地で確認されましたが、いずれ
の地域でも大きな被害につながっていないことから、共同
防除の一斉防除効果を十分に発揮することができたと考え
ています。関係者のご尽力に感謝いたします。

【水稲病害虫防除事業の概要】
［実施概要］
　ＮＯＳＡＩと防除協議会等が実施主体として行った水稲
共同防除の延防除面積は67,836㌶で、昨年度に比べ583㌶
減少しました。減少理由として、環境保全型農業の推進に
伴い、１回防除を実施する地区が増加したことや農業法人
等を中心にマルチローターによる個人防除が増加したこと
が主な要因として考えられます。
　共同防除の延面積における方式別割合は、無人ヘリコプ
ターによる請負防除が97.2％、マルチローターによる請負
防除が1.3％、スプレー等による請負防除が1.5％となり、
令和２年産水稲統計作付面積に占める共同防除実施割合は、
51.4％となりました（図１－１、図１－２）。

［無人航空機防除の安全対策］
　無人ヘリコプター請負防除による延防除面積は65,931㌶
で、昨年度に比べ762㌶減少しましたが、マルチローター
請負防除による延防除面積は906㌶と、昨年度に比べ342㌶
増加しました。
　防除は７月上旬から始まり、８月上旬にピークを迎え、
無人ヘリコプターの１日の最高稼働機体数は185機となり
ました。限られた期間に集中的に稼働するため、スケジュ

ールが過密にならざるを得ない状況となっています。
　本年度は、電柱の支線や立木等との接触事故が４件発生
しました。引き続き、円滑な事業実施のため、事故防止・
安全対策を最重要課題とし、無人航空機防除に取り組む必
要があります。
［防除対象別面積の割合］
　防除対象別の延防除面積の割合は、いもち病・紋枯病・
害虫の同時防除が41.0％（昨年度40.2％）、害虫の単独防除
が39.2％（同40.0％）、紋枯病・害虫の同時防除が10.7％（同
10.4％）の順になっています。また、防除対象に害虫を含
む防除面積の割合は99.8％、いもち病を含む割合は50.1％、
紋枯病を含む割合は51.7％となっています（図２）。

【水稲病害虫地域予察強化事業（病害虫発生予察調査）の概要】
［実施概要］
　県全体の調査員数は48人減少して1,059人となり、１市
町村（地区）当たりの平均調査員数は17.7人（同18.5人）
でした。そのうち農家調査員は25人減少して329人でした。
農家調査員の参画は、農家からの情報収集、病害虫発生予
察調査の宣伝効果、農家との接点強化などの意義があり調
査員数の確保のみにとどまりませんので、今後も参画への
積極的な働きかけをお願いします。
　県全体での延調査地点は12,103地点（同12,343地点）で、
49㌶に１地点の割合で調査地点が設置されました。１市町
村（地区）当たりの平均調査回数は5.8回となりました（表）。

　各市町村（地区）では、予察調査結果を分析し、病害虫
の発生状況や防除要否、防除時期等の判定を行いました。
また、情報提供の手段は、チラシを中心に全農家に配布し
ている地区が多く、他に、ホームページ、掲示板等を活用
し、調査結果等を掲示する取り組みを実施しています。

【終わりに】
　米の需給安定化に向けた主食用米から非主食用米への作
付転換や、環境保全型農業の推進に伴う減々栽培等の面積
拡大など、病害虫防除を取り巻く環境は変化しています。
今後も関係機関・団体等が連携し、地域住民の理解と協力
のもと、地域の実情に合った防除が実施できますよう、一
層のご尽力をお願いいたします。
� （ＮＯＳＡＩ新潟　田邊　悠太郎）

図１－１　共同防除の防除方式別割合
（延防除面積）

図１－２　作付面積に対する防除方式割合
（実防除面積）

図２　防除対象別の延防除面積実施割合

表　令和２年度水稲病害虫地域予察強化事業実績表
項目 病害虫地域予察調査員の設置状況（実） 調　　　査　　　概　　　要 １地点

当たり
面　積市町村 ＪＡ NOSAI 農業者 普及指

導ｾﾝﾀｰ 防除所 その他 計 平均
回数

平　均
地点数

延地
点数

延調査
員　数

左の内
農業者

人 人 人 人 人 人 人 人 回 点 点 人 人 ha

県 計 119 289 203 329 74 0 45 1,059 5.8 35.1 12,103 4,995 1,375 49

１市町村平均 2.0 4.8 3.4 5.5 1.2 0 0.8 17.7 － － 201.7 83.3 22.9 －

前 年 実 績 123 306 201 354 76 0 47 1,107 5.7 35.6 12,343 5,151 1,423 50

前年実績対比 △4 △17 2 △25 △2 0 △2 △48 0.1 △0.5 △240 △156 △48 △1
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編　集　後　記
〇この冬は、昨冬と打って変わって大雪となり、県民生活
に支障を来たしました。さらに珍事というべきか、今冬は
イノシシが街中に出没しました。彼らにとっても厳しい冬
だったのでしょう。雪の多少など冬の条件は、翌年の病害
虫の発生量に左右することがあります。この厳しい冬が病
害虫の発生量や野生動物の生息数にどう影響するのか気に
なりところです。
〇新型コロナウイルスに振り回された令和2年度が終りま
す。当協会も各種会議の中止を余儀なくされましたが、関
係各位のご協力により、無事、令和2年度事業を終えるこ
とができそうです。感謝いたします。
〇前号（第158号）、植防一口メモの執筆者名が誤っており
ました。正しくは新潟農業普及指導センターの細金俊明さ
んです。お詫びして訂正いたします。� （事務局）

令和２年度 中越植物防疫協議会の取り組みについて
【はじめに】
　中越植物防疫協議会(安達敏興会長)では、適期・適正な
病害虫防除の推進とその安全性を確保するため、近年頻発
する異常気象の要因の分析、問題となっている病害虫の実
証試験等の検討会を開催しています（令和元年度と今年度
は、コロナ禍のため中止）。また、市町村病害虫防除協議
会と協力し、カメムシ類による斑点米被害防止を目的に関
係機関へ堤防や河川敷等雑草地の適期除草を依頼している
ほか、新潟県病害虫防除所や当協議会を構成する関係機
関・農業関係団体等と連携し、稲作を中心とした農作物を
生産する上で問題となっている病害虫の実証試験を行って
います。
【今年度の取り組み】
　当協議会では、平成３０年度より柏崎市において、紋枯
病の実証試験を実施しています。同市では、以前から紋枯
病が問題視されており、防除対策が検討されていました。
そこで紋枯病の発生実態や品質・収量への影響と薬剤防除
効果を確認するための実証試験を新潟県病害虫防除所が主
体となり、柏崎農業普及指導センター、柏崎市、ＪＡ柏崎、
NOSAI中越が連携・協力しながら行いました。
　今年度は、新之助における紋枯病の発生及び収量・品質
に及ぼす影響と防除の実証試験を実施しました。調査は、
市内で紋枯病の発生が比較的多い地域において、晩生品種
「新之助」を作付けしている地点を選定し、慣行区、実証
区①、実証区②の３圃場を設定しました。紋枯病防除薬剤
は、田植え時に全ての圃場で育苗箱施用したうえで、７月
末に区分けされた圃場ごとに薬剤散布を実施しました。慣
行区では、従来通り無人ヘリコプターによる害虫防除のみ
（紋枯病防除薬剤無し）を行い、実証区①②で種類の異な
る紋枯病防除薬剤を使用し、防除効果の比較実証を行いま
した（表１）。

　紋枯病の発病株率等の調査を７月中旬から９月の収穫期
にかけて計５回実施し、各調査圃場内で水口側と水尻側の
２ヶ所について、各５０株の調査を行いました。収穫期に
は稲株のサンプルを採取して乾燥調製した後、収量及び品
質の比較・分析を行いました。
【試験結果】
　防除効果では、慣行区に比べて実証区はいずれも紋枯病
の発生は少なく、防除効果が認められました。それぞれの
薬剤効果がよく現れ、紋枯病多発生の圃場においては、箱
施用剤と出穂期前の体系防除が効果的でした（図）。結果
として、紋枯病の発生量が多く、箱施用剤だけでは効果が
劣る地点では、出穂期前に紋枯剤を追加した体系防除で発
病を抑えられることが分かりました。

　また、体系防除は、無人ヘリコプターによる共同防除で
は紋枯剤を追加し、個人防除ではいもち剤と紋枯剤の混合
剤を使用することで防除作業の負担軽減につながることが
考えられます。玄米形状・品質への影響においても、慣行
区に比べて実証区では粒厚があり、千粒重、収量、整粒歩
合ともに高く、タンパク質含有率が低いというデータが得ら
れました（表２）。

　今後の課題として、新之助に限らず地域全体の紋枯病の
発生密度を抑えるためには、箱施用剤と共同防除に紋枯剤
を追加することによる体系防除の確立が課題となります。
また、共同防除に頼らず個人で防除する場合、効果的な防
除を実施するためにも、箱施用粒剤による防除要否の判断
や新之助においては、出穂期前の発病状況による防除要否
の判断が必要になります。
【終わりに】
　中越植物防疫協議会では、関係機関や団体との連携を密
にし、今後も生産現場で問題となる病害虫の実証試験や防
除対策支援等により、情報の提供に努めてまいります。

（NOSAI中越　笹川　正宏）

表１　調査圃場の設定と防除方法

図　調査圃場ごとの発病株率の推移

表２　調査圃場ごとの玄米形状・品質


